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◎基盤 環境
○岸 に沿 って リーフが発達

落 もみ られ る。 サンゴ礁
○轟川 が運ぶ 河川由来の赤

布 してい ない。一方 、ス
◎地域 を特徴づ ける注 目種
○上位 性 は、類型 区分ご と
○典 型性 は、類 型区分ご と
◎生態 系 の機 能 と構造
○海 草藻場 、サ ンゴ礁 は、
○事業実施 区域周辺海域i
○ェ ビ ・カニ類 や これ ら甲
○藻坊の葉上 動物 と葉上の
○イ ワシ類 等の ブランク

られ る。 さらにはサ ンゴ

し、その内側 に種 々のサンゴが帯状 に分布 してサ ンゴ礁を形成 してい る。轟川河 口南側 の

“の岸側 には、アマモ類で構 成 される海草 藻場 が帯状 に分布 してい る。土を含む様 々な物 質による影 響が考え られる轟川 河 口や、その北側の赤土 が堆積 しやす い
ムジグチよ り北側で、 トウール グチまでの海域 では、栄養物質 の濃度 は低 くなるものの、外

に、魚類 、底生動物 を主に描食 していた種類 を9種選定 した。
に、社 会的 に重要な種、出現頻度の高かった種 につ いて、ウ ミガメ類2種、海草類7種、サ ン

事業 実施 区域周辺海域に 占め る面積が多 く、生態 的な機能 の重要性 、多様 性も高い と考え ら
ま海底部 か ら砂浜 までの基盤環境が鉛直的に も水 平的にも多様 であ り、そのため多 くの種類の
穀類 の動物 プランク トンを摂餌 している魚種 が多 く、サ ンゴ礁 で多 くみ られる一部のスズ メ
付着微 小藻類は、いずれ も海草の被度が高い ところで多 く、魚類 の主 な餌 料 となってい るパ

トン （カイ アシ類）食性魚類の現存丑が少ないが、底生動物 の幼生や海 草上 に付着する微小
や海藻革類 とい った基盤そ のもの を摂食する魚種 が比較的多 く、多様 な食物連鎖が形成 され

白保の海域 には枝状 コモンサ ンゴやエ ビユダハマサ ンゴを主 とす

と考 えられ る亀岩付近 にかけては、海草類 が被度10～30％程度で
海 との海水 の交流が活発で あ り、サ ンゴ類 の分布域 は岸寄 りま

ゴ類10種 、魚 類11種、大型底 生動物3種 を選定 した。

れ ることか ら、事業実施 区域周 辺海域にお ける最 も重要 な類型
生物が生 息 してい る。
ダイ科や アイ ゴ科 は海藻類 を摂餌 してい た。

、型 甲殻類 が多か った。
藻類 、葉 上の小型底 生動物等 を捕 食す る低次 の底生動物や小型魚

てい る。

るサ ンゴ群集 が分

わず かに分 布 してV
で拡 がって、被 度 も

区分 ほ、海 草藻場、

類 がイ ワシ類 に代

布す るほか、ア オサ ンゴの大群

るヽ程 度であ り、サ ンゴ類は分
高 い。

サ ンゴ礁 といえ るd

わる低次動物群 として位置づ け
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工
事

の
実
施

・赤土等流 出防止対策を
実施す る。

○基盤環境
工事の実施 につ いては、環境保全配慮 として、赤土等流出防止対策 を講ず ることによ

り、海域へ負荷 され る処理水 の影響は轟川河 口に限 られ、 S S の寄与溝度は極 めて小 さ
い こと、 さ らに、エ事 に伴 う赤土等の堆積に よる影響の毎度は極 めて小 さい と予測 され
ることか ら、エ事 の実施に よ りアオサ ンゴ等注 目され る群落及び高被度域や 、海藻類 が
繁茂す る リーフエ ッジの環境 の変化 はほとん どな く、事業実施区域周辺海域 にお ける生
態系の主 な基盤環境 であるサ ンゴ礁、海草藻場の生息 ・生育状況の変化 はないものと予
測 され る。

○地域 を特徴 づける注 目種
工事 の実施 については、環境保全配慮 として、赤土等流出防止対策 を諌ず るこ とによ

り、海域 へ負荷 される処理水 の影響 は轟川河 口に限 られ 、S S の寄与濃度 は極 めて小 さ
い こ と、 さらに、工事に伴 う赤土等 の堆積 による影響 の程度 は極 めて小 さい と予測 され
ることか ら、事業実施 区域周辺海域 にお ける生態系 の主 な基盤環境 であるサンゴ礁 、海
革藻場 の生息状況の変化 はないもの と予測 され るこ とか ら、工事 の実施 がこれ らを基盤
としている注 目種の生息状況の変化 はないもの と予測 され る。す なわち、サ ンゴ礁、海
革藻場 を生 息基盤 としているアオサンゴ群落及び 高被 度サンゴ群落や海 草類 等注 目種 の
生息状況 の変化はない もの と予測 される。

○生態 系の機能 と構造
工事 の実施 については、環境保全配慮 として、赤土等流出防止対 策を請ず ることに よ

り、海 域へ負荷 され る処理水の影響は轟川河 口に限 られ、 S S の寄与濃度は極 めて小 さ
いこ と、 さらに、工事に伴 う赤土等の堆積による影響の程度は極 めて小 さい と予測 され
るこ とか ら、事業実施区域周辺海域における生態系の主な基盤 環境 であ るサ ンゴ礁、海
革藻場 の生息状況 の変化 はな く、サ ンゴ礁、海草藻場 を生息基盤 とす る注 目種 の変化 も
ない と予測 され ることか ら、生態系の機能 と構造の変化はない もの と予測 され る。

◎環境影 響の回避 ・低減 の検 討
事業 の計画検討 に当た り講 じた環境保 全配慮 を予測の前提

として検討 した結果 、海域生態系 の基盤 環境 、地域を特徴づ
ける注 目種 及び生 態系 の機能 と構造 に変 化は ない と予測 さ
れ 、環境影響 の程度 は極めて小 さい と判断 される ことか ら、
環境 影響 は、事業者 に よ り実行可能 な範囲内でで きる限 り回
避 され、又 は低減 されてお り、環境 の保全についての配慮が
適 正に なされ ている と評価 したム

◎国又 は地方公共 団体に よる衆境保 全の基準又は 目標 との整合
性 に係 る評価

沖縄県 が平成15年 4 月 に策 定 した沖縄県環境基本計画 によ
ると、 「事 業別環境 配慮指針 」 と して 「飛行場 の設置又は変
更の事業 」においで 「自然性 の高い地域 にあって は、工事計
画、飛行 計画の工夫等 によ り、騒音や光等 による野生生物へ

の影響 の低減に努 める」 と示 されてお り、これ を環境保全の
基準又 は 目標 とす る。

事業 の計画検討 に当た り講 じた赤土等流 出防止対 策の環境
保全配 慮を予測 の前提 として検討 した結果 、海域 生態系の基
盤環境 、地域 を特徴づ ける注 目種及び生態 系の機能 と構造 に
変化 はない もの と考 え られ ることか ら、環 境保全 の基準又 は
目標 との整合 は図 られ てい るもの と評価 した。

事 業 の計 画検
討 に 当 た り講 じ
た 環境 保 全 配慮
を予測 の前 提 と
して検 討 した結
果 、環 境 影 響 は
ない も の と判 断
され る ことか ら、
環 境 保 全措 置 を
許 ず る必 要 は な
い もの と判 断 し
た。

環 境保 全措 置 を請 じない こ
とか ら事後 調査 の必 要は ない
と判断 した。

以セの環境監 視 を実施す る。
○調査項 目

・海 域生物 の生 息状 況 とその
種組成

・海 域生物 の 生息環 境 である
S S 、 C O D 、栄 養塩 物質
類等

○調査地 点 ・範囲

・轟川河 口付 近 を中心 とした
海域

○調査 時期等

・工事 の実施 及び 飛行 場の施
設の供用後 3 ～ 5 年程度。

・調査 時期 は種 の分布 又 は生
息環境 へ の影響 が 的確 に把
握で きる時期

○調査方法

・現地調査 と同 じ方法 による

土
地
又
は
工
作
物
の
存
在
及
び
供
用

・供用 時 においては、空
港施 設 の水使 用量を極
力低 減す るこ ととし、
中水 利用 及び雨水貯留
を行 う。

・水 質へ の環 境影響を低
滅 す るため、汚水は浄
化 槽で処 理 し、 C O D
濃 度は 15mg／L以下の濃
度で排 出す る。

○基盤 環境
供用時 にお けるC O D の拡散範囲は轟川河 口付近で ある。
C O D の拡散範囲付近 には、被度10％未満のサ ンゴが分布する ものの、サ ンゴ類の生

息環境や分布状況 に変化 を与 えるもので はな く、サ ンゴ礁の生息環境や分布状況 の変化
はない もの と予測 され る。

また、 C O D 濃度 の拡散範囲付近は、海藻が繁茂す る礁池 中央部や リー フエ ッジまで
及ばない ものの、海草 が被 度10～50％で分布す る。本州 に分布す るアマ モの生育 してい
る場所 での C O D 濃度 の実測 値は年 平均2．3mg／L以下で あることが知 られてお り、飛行
場の施設 の供用 におけるC O D 濃度 の変化 はこの値 よ りも小 さい。 また、現況 でも海 草
は栄養塩物 質の高 い場所 、低い場所 においてそ の被度 に変化 ほない こ とか ら、飛行場 の
施設の供用 に伴い海域に負荷 され るC O D による海草 藻場 の分布状況 の変化 はないもの
と予測され る。

○地域 を特徴 づける注 目種
飛行場 の施 設の供用 に伴 い海 域へ負荷 され るC O D の寄与 は轟川河 口に限 られ、また、

その程度 も0．02mg／L以下であ り、事業実施 区域周辺海 域における生態 系の主な基盤環 境
で あるサ ンゴ礁、海草藻場の生息 ・生育環境及び 分布 状況の変化 はな く、サ ンゴ礁、海
葦藻場 を生息基盤 としているアオサンゴ群落及び 高被 度サ ンゴ群 落や海草類等注 目種の
生息環境 や生息状況の変化はないもの と予測 され る。

○生態 系の機 能 と構造
飛行場 の施設の供用に伴い海域へ負 荷 されるC O D の寄与は轟川河 口に限 られ、・そ の

程度 も極 めて′トさい。また、事業実施 区域周辺海域にお ける生態系の主な基盤環境で あ
るサ ンゴ礁、海草藻湯の生息 ・生育環境及び分布状況の変化はな く、サ ンゴ礁 、海草 藻
場 を生息基盤 とす る注 目種の生息環境や生息状況の変化 はない もの と予測 され るこ とか
ら、生態系 の機能 と構造 の変化はない もの と予測 され る。

◎環境影 響 の回避 ・低減の検討
事 業の計画検討 に当た り請 じた環境 俸全配慮を予測の前提

として検討 した結 果、海域生態 系の基盤環境、地域 を特徴づ
け る注 目種 及び 生態 系の機能 と構 造 に変化 はない と予 測さ
れ 、環境影響 の程 度は極 めて小 さい と判断 され ることか ら、
環 境影響 は、事業者に よ り実行 可能 な範囲内でで きる限 り回
避 され 、又 は低減 されてお り、藻境の保全 について の配慮が
適正に な されてい ると評価 した。

◎国文は地 方公共団体 による衆 境保全の基準又 は目棲 との整合
性に係 る評価

沖縄 県が平成15年 4 月に策 定 した沖縄 県環境基本計画 によ
る と、 r事業別環 境配慮指 針」 として r飛 行場の設置又 は変
更の事業 」におい て 「自然性の高い地域 にあっては、工事計
画、飛 行計画の工夫等 によ り、騒音や光 等による野生生物へ

の影響 の低減 に努 める」 と示 され てお り、 これを環境保全の
基準又 は 目標 とす る。

事業 の計画検討 に当た り講 じた 中水利 用等の環境保全配慮
を予測 の前提 として検討 した結果 、海域生態系の基盤環境、
地域 を特徴づ ける注 目種及び生態 系の機能 と構造に変化はな

いもの と考 え られる ことか ら、環 境保全の基準又 は目棲 との
整合は図 られている ものと評価 した。

事 業 の計 画 検
討 に当 た り講 じ
た環 境保 全 配 慮
を予 測 の前 提 と
して 検 討 した結
果 、環 境影 響 は
ない もの と判 断
され ることか ら、
環境 保 全措 置 を
講ず る必 要 は な

い もの と判 断 し
た。

環 境保 全措 置 を講 じない こ
とか ら事 後調 査の必 要 はない
と判断 した。

以 下の環境監視 を実施する。
○調査 項 目

・海域 生物 の生息 状況 とそ の
種組 成

・海域 生物 の生 息環境 で ある
S S 、 C O D 、栄養 塩物 質
類等

○調査地点 ・範 囲

・轟 川河 口付 近 を中心 とした
海域

○調査時期 等

・工事 の実施 及び 飛行場 の施
設 の供 用後 3 ～ 5 年程度。

・調査 時期 は種 の分布 又は生
息環境 へ の影響 が 的確 に把
撞で きる時期

○調査方法

・現地調査 と同 じ方法 による


